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１．一般会計

令和２年度一般会計当初予算額は１７０億１，９００万円で、その後補正増額及び繰越額を

加えた最終予算額は２２５億９，１２７万４千円となりました。

歳入決算額は２１７億８，２６０万４千円、歳出決算額は２０７億８，７０１万円、歳入歳

出差引額は９億９，５５９万４千円で令和３年度への繰越財源６，７１２万２千円を差し引い

た実質収支額は９億２，８４７万２千円となりました。

歳入の主なものは、市税が２８億５，６７７万９千円で歳入全体の１３．１％、地方交付税

が６２億８，７１０万９千円で歳入全体の２８．９％、国庫支出金が６０億６，６０６万９千

円で歳入全体の２７．８％、県支出金が１０億４，４９９万７千円で歳入全体の４．８％、市

債が２１億３，９５６万６千円で歳入全体の９．８％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億５，１４４万５千円、児童福祉費関係が５

億８，０６４万２千円、障がい者福祉費関係が４億８１３万１千円のほか、道路橋梁費補助金

が２億９，６０７万９千円となりました。また、新型コロナウイルス感染症対策として、特別

定額給付金事業補助金が３２億６，１６７万７千円の増、新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金が６億７９１万１千円の増、公立学校情報機器整備費補助金が７，１１６万９

千円の増、ひとり親世帯臨時特別給付金事業補助金が４，６８３万６千円の増、子育て世帯へ

の臨時特別給付金事業補助金が３，７８９万３千円の増などにより、国庫支出金は前年度比４

１億６，０６３万１千円（２１８．４％）の増となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉費や福祉医療費などの社会福祉費関係が４億２，３７

１万７千円、児童福祉費関係が１億８，６４４万７千円のほか、多面的機能支払交付金が９，

１７５万４千円となりました。また、主な増減要因として、産地パワーアップ事業費補助金が

３，４８０万２千円の減、水産物供給基盤機能保全事業費補助金が３，４００万円の増、国勢

調査委託金が１，２６４万６千円の増、参議院議員選挙費委託金が２，２８７万５千円の減、

市町村子ども・子育て支援事業費補助金が１，８８４万５千円の増、放課後児童クラブ整備費

補助金が１，８７６万８千円の増などにより、県支出金は前年度比５，７８１万７千円（５．

９％）の増となりました。

市債の主なものは、コミュニティ施設整備事業債が９億２，８７０万円、幼保一体施設整備

事業債が４億２，７８０万円、道路整備事業債が１億９，８４０万円、臨時財政対策債が３億

３，３５０万円で、前年度比１１億７，９３６万６千円（１２２．８％）の増となりました。

歳出の主なものは、人件費が２４億１，４１３万２千円、扶助費が２９億１，４９５万９千

円、公債費が１８億５，３５１万９千円、これら義務的経費の合計が７１億８，２６１万円

で、前年度比１億２，６０８万５千円（１．７％）の減となりました。投資的経費は２８億

９，３３５万５千円で主なものは、天王市民センター整備事業が１０億３，７０７万３千円、

天王こども園整備事業が４億５，０２６万７千円、二田追分線改良事業が１億８，４８４万１

千円で、前年度比１２億７，２０７万６千円（７８．５％）の増となりました。
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（１）令和２年度一般会計の決算状況

イ．総括
（単位：千円）

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増 減 額

予 算 現 額 22,591,274 16,453,690 6,137,584

歳 入 決 算 額 21,782,604 15,922,274 5,860,330

歳 出 決 算 額 20,787,010 15,336,818 5,450,192

歳 入 歳 出 差 引 額 995,594 585,456 410,138

実 質 収 支 額 928,472 563,486 364,986

単 年 度 収 支 額 364,986 △ 159,746 524,732

ロ．歳入

（単位：千円、％）

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,856,779 2,710,384 146,395 5.4

地 方 交 付 税 6,287,109 6,110,947 176,162 2.9

国 庫 支 出 金 6,066,069 1,905,438 4,160,631 218.4

県 支 出 金 1,044,997 987,180 57,817 5.9

繰 越 金 585,456 734,973 △ 149,517 △ 20.3

市 債 2,139,566 960,200 1,179,366 122.8

歳 入 計 21,782,604 15,922,274 5,860,330 36.8

ハ．歳出

（単位：千円、％）

区 分 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,414,132 2,720,328 △ 306,196 △ 11.3

扶 助 費 2,914,959 2,735,170 179,789 6.6

公 債 費 1,853,519 1,853,197 322 0.0

投 資 的 経 費 2,893,355 1,621,279 1,272,076 78.5

歳 出 計 20,787,010 15,336,818 5,450,192 35.5

投資的経費：普通建設事業費と災害復旧費の計

　歳入総額は 21,782,604千円ですが、その主なものは次のとおりです。

　歳出総額は 20,787,010千円ですが、その主なものは次のとおりです。

－ ２ －



（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

令 和 ２ 年 度 2,837,696 158,212 2,995,908

令 和 元 年 度 2,702,909 183,170 2,886,079

前 年 度 対 比 134,787 △ 24,958 109,829

令 和 ２ 年 度 2,813,304 43,475 2,856,779

令 和 元 年 度 2,668,079 42,305 2,710,384

前 年 度 対 比 145,225 1,170 146,395

令 和 ２ 年 度 99.1 27.5 95.4

令 和 元 年 度 98.7 23.1 93.9

前 年 度 対 比 0.4 4.4 1.5

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
納
率

　収納率は前年度と比較して、現年度分では０．４ポイントの増、滞納繰越分で

は４．４ポイントの増、市税全体では１．５ポイントの増となっています。

　収納率が前年度を上回った要因としては、住民税特別徴収の推進、債権差押を

中心とした滞納処分の強化などが挙げられます。

　納税の秩序を維持し税の公平性を確保するため、今後も滞納整理を適切に行

い、収納率の向上に努めていきます。

　なお、本年度の不納欠損処理は１，１７２万９，０５６円、滞納処分の執行停

止額は６８７万３，６０６円でした。
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（３）主要施策の状況

　主な投資的経費は次のとおりです。

　天王市民センター整備事業を１０億３，７０７万３千円で実施しました。

市道の整備では、二田追分線改良事業１億８，４８４万１千円、広域秋田五城目線法面改修

事業２，９８５万２千円、天王大久保線舗装補修事業３，１９８万１千円、大清水下谷地線舗

装補修事業３，０８９万６千円、馬踏橋補修事業６，３９６万１千円、馬踏川大橋補修事業

８，５４６万８千円などを、総額５億１，６３８万１千円で実施しました。漁港整備を１億

９，３５７万２千円で実施し、機能保全と機能強化を図りました。

児童施設関連では、天王こども園整備事業を４億５，０２６万７千円で実施しました。ま

た、でと児童クラブ整備事業を１億８２２万５千円で実施しました。

学校関連施設では、公立学校情報通信ネットワーク環境整備事業を６，３５８万円で実施

し、小中学校全９校にＩＣＴ機器の電源キャビネットを整備しました。また、学校トイレ洋式

化事業を４,１１８万５千円で実施しました。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、公民館や児童館、集会施設の

エアコンや換気設備の設置・更新を総額１億２，６０７万１千円で実施しました。　

災害復旧事業費は２，７９２万円で、落雷により被災した市役所庁舎受変電設備の復旧工事

などを実施しました。

　主なソフト事業は次のとおりです。

新型コロナウイルス感染症の影響による家計への負担を軽減するため、特別定額給付金給付

事業を３２億６，２３８万４千円で、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業を３，７２４万

３千円で、ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業を４，５２７万７千円で実施しました。ま

た、市内事業者の事業継続を支援するため、事業者継続支援金や飲食店コロナ対策支援金の給

付を１億７３２万６千円で実施しました。

新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行を防ぐため、インフルエンザ予防接

種（任意接種・定期接種）に係る助成事業を５，７７４万円で実施しました。

小中学校のＩＣＴ環境整備事業を２億１，１０８万４千円で実施し、児童生徒１人１台のタ

ブレット端末や電子黒板の導入で、教育のデジタル化の基盤づくりを進めました。

除排雪に要した費用は２億５，１００万円で、前年度比１億６，１５２万１千円の増となり

ました。
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２．国民健康保険事業特別会計

　令和２年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３４億１，６００万円で、その後補正

増額され最終予算額は３６億９，９１４万８千円となりました。

　歳入決算額は３６億４，５５７万円、歳出決算額は３２億６，０４１万６千円、実質収支

額は３億８，５１５万４千円となりました。

　歳入の主なものは、国民健康保険税が５億５，９２８万４千円で歳入全体の１５．３％、

県支出金が２４億２，９８２万２千円で歳入全体の６６．７％、繰入金が３億２８０万６千

円で歳入全体の８．３％となりました。

　歳出の主なものは、保険給付費が２３億４，１４４万３千円で、全額が一般被保険者分と

なりました。

　保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児一時

金２５２万円を、死亡に際しては葬祭費３１８万円を支給しました。

　保健事業費では、１，６２１万５千円のうち人間ドックと脳ドック合わせて１７９人分、

６１３万９千円で実施し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・

早期治療に努めました。

　また、国民健康保険事業費納付金は８億８４３万２千円で、うち医療給付費分が５億６，

５８３万円、後期高齢者支援金等分が１億７，７７１万５千円、介護納付金分が６，４８８

万７千円となりました。

　加入者及び医療費の状況は、対前年度比で世帯数が２２世帯の減、被保険者数が８８人の

減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３７３，４４９円で対前

年度比３２，８５９円の減となりました。
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（１）加入者等

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人、％）

※　人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険税 （単位：円、％）

注）収入額、収入率は還付未済額調整後

（３）医療費

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注）療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護等

　　療養費は整骨院・補装具等

令和２年度 4,321 0 0 4,321

令和元年度 4,334 6 3 4,343

前年度対比 △ 13 △ 6 △ 3 △ 22

令和２年度 6,737 0 6,737 32,287 20.9

令和元年度 6,816 9 6,825 32,585 20.9

前年度対比 △ 79 △ 9 △ 88 △ 298 0.0

令和２年度 544,554,100 510,431,893 93.7 118,128 75,765

令和元年度 547,838,200 502,626,342 91.7 115,733 73,645

前年度対比 △ 3,284,100 7,805,551 2.0 2,395 2,120

令和２年度 2,498,943,667 16,982,205 2,515,925,872 373,449

令和元年度 2,748,519,019 20,877,039 2,769,396,058 406,308

前年度対比 △ 249,575,352 △ 3,894,834 △ 253,470,186 △ 32,859

令和２年度 0 0 0 0

令和元年度 4,676,694 65,997 4,742,691 526,966

前年度対比 △ 4,676,694 △ 65,997 △ 4,742,691 △ 526,966

区　分
一般被保険
者単独世帯

混合世帯
退職被保険
者単独世帯

合　計

区　分
一　　般
被保険者

退　　職
被保険者

合　計 人　口 加入率

区　分 調定額 収入額 収納率
一世帯当たり
納　 付　 額

一人当たり
納　付　額

区　分
療養給付費
費　用　額

療　養　費
費　用　額

総医療費
一人当たり
医　療　費

区　分
療養給付費
費　用　額

療　養　費
費　用　額

総医療費
一人当たり
医　療　費
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（４）保険給付費

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

ハ．出産育児一時金及び葬祭費 （単位：円、件）

注）１件当たりは､各年度４月１日現在の１件当たり給付額

（５）特定健診等 （単位：人、％）

（６）保健指導 （単位：人、％）

（７）ジェネリック医薬品差額通知 （単位：人）

令和２年度 1,851,247,030 283,319,582 2,134,566,612 316,842

令和元年度 2,028,466,492 295,154,505 2,323,620,997 340,907

前年度対比 △ 177,219,462 △ 11,834,923 △ 189,054,385 △ 24,065

令和２年度 0 0 0 0

令和元年度 3,263,173 227,678 3,490,851 387,872

前年度対比 △ 3,263,173 △ 227,678 △ 3,490,851 △ 387,872

出産育児一時金 葬祭費

給付額 件数 １件当たり 給付額 件数 １件当たり

令和２年度 2,520,000 6 420,000 3,180,000 53 60,000

令和元年度 5,880,000 14 420,000 3,180,000 53 60,000

前年度対比 △ 3,360,000 △ 8 0 0 0 0

特定健診 人間ドック等受診者数

対象者数 受診者数 受診率 日帰り 一泊 脳 合計

令和２年度 5,602 735 13.12 98 46 35 179

令和元年度 5,614 1,904 33.92 110 56 22 188

前年度対比 △ 12 △ 1,169 △ 20.80 △ 12 △ 10 35 △ 9

動機付け支援 積極的支援

区　分 初回面接利用者 初回面接利用者

人数 割合 人数 割合

令和２年度 56 47 83.93 7 4 57.14

令和元年度 170 132 77.65 32 20 62.50

前年度対比 △ 114 △ 85 6.28 △ 25 △ 16 △ 5.36

８月 ２月

一般 退職 計 一般 退職 計

令和２年度 293 0 293 325 0 325 618

令和元年度 353 0 353 345 0 345 698

前年度対比 △ 60 0 △ 60 △ 20 0 △ 20 △ 80

区　分 療養諸費 高額療養費 合　　計
一人当たり
給　付　額

区　分 療養諸費 高額療養費 合　　計
一人当たり
給　付　額

区　分

区　分

対象者数 対象者数

区　分 合計
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３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況 （単位：人、％）

令和２年度 32,287 5,362 16.6 

令和元年度 32,585 5,388 16.5 

前年度対比 △ 298 △ 26 0.1 

注）人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況 （単位：円、％）

収 納 率

総　　額 普通徴収 特別徴収 総　　額 普通徴収 普通徴収分

令和２年度 228,225,600 54,458,300 173,767,300 225,419,800 51,652,500 94.8 

令和元年度 208,497,300 53,492,600 155,004,700 204,941,400 49,936,700 93.4 

前年度対比 19,728,300 965,700 18,762,600 20,478,400 1,715,800 1.4 

注）収入額、収入率は還付未済額調整後

令和２年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は３億３，９５０万５千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は３億５，７３９万４千円となりました。

歳入決算額は３億５，５５７万７千円、歳出決算額は３億５，３９６万３千円、実質収支額は１

６１万４千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が２億２，５８４万３千円で歳入全体の６３．５％、

一般会計繰入金が１億２，７９２万９千円で歳入全体の３６．０％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が３億３，３８１万４千円で歳出全体の９

４．３％となりました。

　対象者の状況は、被保険者数が５，３６２人で対前年度比２６人の減となりました。

調　　　定　　　額 収　入　済　額

区分 人　口 被保険者数 加入率

区分
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４．介護保険事業特別会計

  令和２年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が４１億５，７５９万４千円

で、その後補正増額され最終予算額は４３億４，００４万７千円となりました。

　歳入決算額は４１億２，７８２万１千円、歳出決算額は３９億２，９５７万６千円、実質

収支額は１億９，８２４万５千円となりました。

  歳入の主なものは、保険料が７億７，９４６万円で歳入全体の１８．９％、国庫支出金が

９億３，１１４万１千円で歳入全体の２２．６％、支払基金交付金が９億８，９２７万２千

円で歳入全体の２４．０％、県支出金が５億３，６７５万８千円で歳入全体の１３．０％、

繰入金が７億１，１９２万９千円で歳入全体の１７．２％となりました。

  歳出の主なものは、保険給付費が３５億４，７２５万７千円で歳出全体の９０．３％、地

域支援事業費が１億１，９５９万４千円で歳出全体の３．１％となりました。

  保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が３１億３，７４２万４千円で保険給付費全体

の８８．４％、介護予防サービス等諸費が４，２４９万６千円で保険給付費全体の１．

２％、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費が２億５，５８

２万６千円で保険給付費全体の７．２％となりました。

　地域支援事業費の内訳は、介護予防・生活支援サービス事業費が７，０６５万２千円、包

括的支援事業・任意事業費が４，４０３万円となりました。

　次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は９０５万円で、その後補正予算による増減は

ありませんでした。

　歳入決算額と歳出決算額はそれぞれ７７０万７千円となりました。

  歳入は、介護予防サービス計画費収入で、歳出は保険事業勘定への繰出金です。

　要介護（要支援）認定者数は２，０４０人で対前年度比１４人の増となりました。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総　数 内認定者数 総　数 内認定者数 総　数 内認定者数

令和２年度 11,100 1,995 10,917 45 22,017 2,040

令和元年度 11,000 1,973 11,064 53 22,064 2,026

前年度対比 100 22 △ 147 △ 8 △ 47 14

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総　額 普通徴収 特別徴収 総　額 普通徴収

令和２年度 802,068 79,205 722,863 723,435 56,025 70.7

令和元年度 817,397 82,793 734,604 792,884 57,685 69.7

前年度対比 △ 15,329 △ 3,588 △ 11,741 △ 69,449 △ 1,660 1.0

（３）サービス受給者の状況 （単位：延べ人数）

総　数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

令和２年度 14,173 3,339 3,866 1,605 2,261 0 21,378

令和元年度 13,021 3,196 3,976 1,717 2,259 0 20,193

前年度対比 1,152 143 △ 110 △ 112 2 0 1,185

（４）介護サービスの利用状況 （単位：千円）

区　分 居宅介護
(訪問・通所ほか)

地域密着型
(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合　計
受給者一人

当たり給付費

令和２年度 1,521,746 596,109 1,062,064 255,826 111,511 3,547,256 166

令和元年度 1,486,602 574,842 1,070,266 252,433 105,294 3,489,437 173

前年度対比 35,144 21,267 △ 8,202 3,393 6,217 57,819 △ 7

　イ．居宅介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区　分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合　計
受給者一人

当たり給付費

令和２年度 107,134 342,047 824,012 248,553 1,521,746 107

令和元年度 111,084 335,160 791,640 248,718 1,486,602 114

前年度対比 △ 3,950 6,887 32,372 △ 165 35,144 △ 7

　ロ．地域密着型介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区　分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合　計
受給者一人

当たり給付費

令和２年度 222,064 245,639 44,383 84,023 596,109 179

令和元年度 201,262 248,859 43,858 80,863 574,842 180

前年度対比 20,802 △ 3,220 525 3,160 21,267 △ 1

　ハ．施設介護サービス給付費 （単位：千円）

区　分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合　計
受給者一人

当たり給付費

令和２年度 420,590 641,474 0 1,062,064 275

令和元年度 448,043 622,223 0 1,070,266 269

前年度対比 △ 27,453 19,251 0 △ 8,202 6

第1号被保険者 第2号被保険者 合　計

調　定 収入済額

施設介護サービス

区　分

区　分
普通徴収分

収納率（％）

区　分
居宅介護
サービス

地域密着型
介護サービス

合　計
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５．豊川財産区特別会計

６．下虻川財産区特別会計

７．和田妹川財産区特別会計

８．飯塚財産区特別会計

　令和２年度豊川財産区特別会計当初予算額は３５万円で、その後補正増額され最終予

算額は６７万２千円となりました。

  歳入決算額は６６万６千円、歳出決算額は４６万円、実質収支額は２０万６千円とな

りました。

　歳入の主なものは、立木補償金が１０万２千円、財政調整基金繰入金が３４万円、繰

越金が２１万７千円となりました。

　歳出は、一般管理費が１３万７千円、財政調整基金積立金が３２万３千円となりまし

た。

　令和２年度下虻川財産区特別会計当初予算額は５８万８千円で、その後補正増額され

最終予算額は７７万２千円となりました。

　歳入決算額は７６万９千円、歳出決算額は４７万４千円、実質収支額は２９万５千円

となりました。

　歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５８万３千円、繰越金が１８万６千円とな

りました。

　歳出の主なものは、財産管理費が１８万６千円、財政調整基金積立金が１８万５千円

となりました。

　令和２年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は４１万９千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は７０万３千円となりました。

　歳入決算額は７８万１千円、歳出決算額は４７万７千円、実質収支額は３０万４千円

となりました。

　歳入の主なものは、財産貸付収入が２６万円、財政調整基金繰入金が２３万４千円と

なりました。

　歳出の主なものは、一般管理費が１１万円、財政調整基金積立金が２８万５千円とな

りました。

　令和２年度飯塚財産区特別会計当初予算額は６８万９千円で、その後補正増額され最

終予算額は１１７万４千円となりました。

　歳入決算額は１１７万２千円、歳出決算額は９３万８千円、実質収支額は２３万４千

円となりました。

　歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が４２万３千円、繰越金が４８万６千円とな

りました。

　歳出の主なものは、財産管理費が３３万６千円、財政調整基金積立金が４８万６千円

となりました。
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９．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

  本年度末における給水戸数は11,005戸、給水人口は25,417人で、前年度末と比較して

給水戸数は78戸増加し、給水人口は14人減少しました。普及率は87.0％となりました。

年間総給水量は2,999,010㎥となり、一日最大配水量は9,172㎥、施設能力11,550㎥に対

する最大稼働率は、79.4％でした。

　年間有収水量は2,518,326㎥で、有収率は83.9%となり前年度に比較して2.0ポイント減

少しております。

　保存工事は、出戸浄水場の配水ポンプ更新工事、取水井戸の更新工事、鶴沼台浄水場

のろ過ポンプ更新工事、羽立北野浄水場の取水井戸更新工事、昭和浄水場のろ過機ろ過

材更新工事、濁度計・盤内計装機器更新工事、金山送水ポンプ場の配水流量計更新工事

を実施しました。

　また、新浄水場の実施設計業務委託と用地買収をしております。

　出戸浄水場非常用発電機更新工事は、発電機が受注生産であるため令和元年度より繰

越ししています。

　本年度の経常収益は556,204,045円、経常費用は496,145,338円、特別利益2,619円、特

別損失177,925円で59,883,401円の純利益が生じました。

　また、資本的収支については収入額44,148,523円、支出額390,193,569円（消費税込）

で、資本的収支の不足額346,045,046円は、過年度分損益勘定留保資金141,200,000円、

当年度分損益勘定留保資金174,845,046円、減債積立金30,000,000円で補てんしました。
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１０．下水道事業会計

（１）業務状況

（２）工事状況

（３）財政状況

  建設工事は、公共下水道事業として西長根地区管渠布設工事を実施しました。また、特

定環境保全公共下水道事業として持谷地地区管渠布設工事を実施しました。

　本年度末における処理区域内戸数は13,515戸、処理区域内人口は31,405人で、前年度末

と比較して処理区域内戸数は121戸増加、処理区域内人口は207人減少し、普及率は97.6％

となりました。

　水洗化戸数は12,095戸、水洗化人口は28,261人で、前年度末と比較して水洗化戸数は

109戸増加、水洗化人口は155人減少し、水洗化率は90.0％となりました。

　年間総処理水量は3,521,662㎥、年間有収水量は2,717,974㎥で、有収率は77.2％とな

り、前年度末と比較して8.1ポイント減少しました。

　本年度の経常収益は1,062,297,092円、経常費用は1,044,193,044円、特別利益187,054

円、特別損失755,160円で17,535,942円の純利益が生じました。

　また、資本的収支については収入額406,151,353円、支出額701,240,209円（消費税込）

で、資本的収支の不足額295,088,856円は、過年度分損益勘定留保資金56,065,903円、当

年度分損益勘定留保資金239,022,953円で補てんしました。
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